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農林水産物・食品の輸出における
ESG課題への対応の必要性について

令和５年３月

農林水産省 輸出・国際局 輸出支援課
輸出産地形成室長 大橋 聡

本資料の一部は農林水産省「令和３年度ESG投資に係る食品産業等への影響調査委託事業調査報告書」の内容を抜粋
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SDGsとESG投資の関係
◼食品企業にとって、事業活動を通じてSDGsの達成に取り組むことは、原材料の安定確保や生産
性の向上、地域社会や取引先からの信頼向上、新たな市場の獲得などの機会になり得る。一方、
SDGsを無視して事業活動を行うことは、長期的に環境や社会の不安定化を招き、結果的に事業
活動の持続可能性を揺るがすリスクになり得る。

◼こうした状況の中、投資家や金融機関は、キャッシュフローや利益率などの財務情報に加えて、
企業における環境（Environment）、社会（Social）、ガバナンス（Governance）の要素を投融
資の判断に組み込むESG投資・融資を推進している。日本においては、我が国の公的年金積立金
を管理・運用している年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）が、2015年に国連責任投資原

則（PRI）に署名したことを契機に、ESG投資が本格化した。

◼GPIFは、「ESG投資において考慮されるESG課題とSDGsのゴールやターゲットは共通点も多く」、
「SDGsが達成され、持続可能な経済社会が実現することは、GPIFにとって、運用資産全体の長
期的なリターン向上につながる」と説明している。このように、食品企業を含む社会全体が目指
すSDGsと投資家によるＥＳＧ投資は密接に関わっている。

（参考文献） 農林水産省ウェブサイト（https://www.maff.go.jp/j/shokusan/sdgs/）、経済産業省（2019年）「SDGs経営ガイド」、
環境省（2020年）「すべての企業が持続的に発展するために‐持続可能な開発目標（SDGs）活用ガイド‐[第2版] 」

（出所） GPIF ウェブサイト（https://www.gpif.go.jp/esg-stw/esginvestments/）

https://www.maff.go.jp/j/shokusan/sdgs/
https://www.gpif.go.jp/esg-stw/esginvestments/
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食品産業をとりまく主なESG課題

 責任あるサプライチェーン※

◼食品産業はそのバリューチェーン全体で様々なESG課題と関連している。その中でも特に食品産業との関連が強く特
徴的であると思われる課題は下記において太字・下線で示されている。

◼赤字で示す課題は、食品産業の中でも幅広い業種・企業に関連し、共通して取組が必要と思われるものである。また、
業種・企業等による違いはあるものの、近年、国内外で関心が高まっている「責任あるサプライチェーン」と特に関連し
て取り上げられることが多い課題は、点線枠で囲み整理している。

（出所） 各種情報開示基準、投資家イニシアティブ、第三者評価基準で考慮されているESG課題に基づき作成。

※ 点線枠内のESG課題は、食品産業のサプライチェーンのみに関連する（自社と関連しない）ものではなく、業種や企業によって自社事業と直接関連する場合がある。反
対に、点線枠外のESG課題もサプライチェーンと関連しない（自社のみに関連する）ものではなく、原材料生産者やサプライヤーとの協働により対応できるものもある。

生物多様性の
問題に直接関連

ガバナンス
（G）

環境（E）

社会（S）

◼気候変動

◼食品ロス抑制・食品廃棄物リサイクル

◼脱プラスチック、容器包装リサイクル

◼健康・栄養

◼贈収賄・汚職の防止

◼役員報酬

◼取締役の指名

◼水資源の保全

◼森林減少の抑制

◼持続可能な農業・水産業

◼人権尊重

◼アニマルウェルフェア、抗菌剤使用の抑制

◼ロビー活動・政治献金

◼税務戦略

◼サイバーセキュリティ ／など



食料・農林水産業へのESG投資のイメージ

機関投資家（国内外の年金基金、生保等）

食品産業（製造・流通・外食等）

大手上場

農林水産業

都銀・地銀・農中等の金融機関

食品産業

中堅・中小未上場

投資

融資

農林水産物
の供給

持続可能な生産方式の導入・変換が必要

運用会社



日本農業
新聞

(2023.1.25)
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業種 外部評価

食品小売業 2021年食品・農業ベンチマーク7位（小売最上位）、2021年KnowTheChain（食品・飲料企業）スコア1位など

海外企業の取組事例：テスコ（Tesco）

【企業概要】

◼ 英国の小売企業。英国及び中央ヨーロッパでスーパーマーケットやコンビニエンスストアを展開。

【ESGに関する重要課題、戦略・目標】

◼ 長期サステナビリティ戦略「Little Helps Plan」において、「人（People）」「商品（Products）」「地球（Planet）」「場所（Places）」の4つの柱で
各々目標を設定している。各柱における重点は下記のとおり。

⚫ 「人」：雇用創出とスキル、ダイバーシティとインクルージョン、健康・安全・ウェルビーイング、人権

⚫ 「商品」：食品廃棄物、健康的で持続可能な食事、動物福祉、容器包装

⚫ 「地球」：気候変動、持続可能な農業、海洋、森林破壊への取組み

⚫ 「場所」：食品の再分配、企業寄付と寄付金集め、コミュニティサポート

【特徴的な取組：食品ロス抑制・食品廃棄物リサイクル】

◼ 店舗から出る食品廃棄物の削減に加え、2030年までにサプライチェーンの食品廃棄物を半減させることにも取り組んでいる。

⚫ 店舗からの食品廃棄物の削減（KPI：人間が消費しても安全な売れ残り食品の再配布率）

- 予測や発注、値下げの最適化等により、売れ残り食品の廃棄をなくす。食品が売れない場合は、慈善団体やコミュニティグループへの再配布を優先し、
余剰分は適切なものをペットフードや動物飼料に変換。他に選択肢がないものは、嫌気性消化または焼却によってエネルギーを回収。

⚫ サプライチェーンの食品廃棄物の半減（KPI：食品廃棄物の削減を報告するサプライヤーの数）：

- 訳あり青果物の販売に向けた仕様拡大、豊作管理、未洗浄による貯蔵寿命の延伸、食品加工の改善、余剰食品の寄付・再配布支援など。

◼ 2019年より、SDGsのターゲット12.3（2030年までに小売・消費レベルにおける世界全体の一人当たりの食料の廃棄を半減させ、収穫後損失など

の生産・サプライチェーンにおける食料の損失を減少させる）に関する取組として、世界の大手小売業等10社が、各20社のサプライヤー
とともに、2030年までに主要サプライヤーにおける食品廃棄物の半減に取り組む「10x20x30イニシアティブ」に参加している。

（出所） Tesco PLC Little Helps Plan Report 2020/21, Little Helps Plan Factsheet, TESCO Sustainability ウェブサイト（2022年1月21日閲覧）、2019年9月24日付Champions 12.3プレスリリース” 

Major Food Retailers & Providers Join New 10x20x30 Food Loss and Waste Initiative”.に基づき作成。
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業種 外部評価

食品卸売業 2021年CDP （森林）B評価、2021年食品・農業ベンチマーク100位など

海外企業の取組事例：シスコ（Sysco）

【企業概要】

◼ 米国に本社を置く食品卸売企業。欧米11か国で食料品や調理器具などをレストラン、医療・教育機関、ホテルなどへ提供している。

【ESGに関する重要課題、戦略・目標】

◼ 「食の共有と互いの思いやりに向けて世界をつなぐ（Connecting the world to share food and care for one another）」を企業のパーパス
（目的・存在意義）とし、下記の3つの優先課題に取り組んでいる。

⚫ 「人々」：DE&I（ダイバーシティ、エクイティ、インクルージョン）、慈善活動、健康と福祉

⚫ 「商品」：動物福祉、責任ある調達、人権

⚫ 「惑星」：気候変動、持続可能な農業、廃棄物

【特徴的な取組：責任あるサプライチェーンの構築】

◼ 取り扱う商品の持続可能性向上のため、サプライヤーとともに、アニマルウェルフェア、責任ある調達、人権の3分野の取組を進めている。

⚫ 動物福祉：

- 2020年にサプライヤー向け動物福祉方針を策定。2021年より、同社ブランドの全たんぱく質商品（牛肉、ラム肉、豚肉、鶏肉、乳製品、鶏卵）を扱う北米
のサプライヤーに対して遵守を要請している。

- 2026年までに調達する鶏卵のすべてをケージフリーで育てられた鶏の卵とする目標を設定。供給可能量、価格、消費者の需要に応じて切り替えを推進。

⚫ 責任ある調達

- 大豆、コーヒー、紙、牛肉、水産物を主要商品と定め、持続可能性認証を取得した原材料やフェアトレード商品の調達を推進。

- 同社ブランド商品として取り扱う農産物サプライヤーには、GAP（農業生産工程管理）認証に関するモニタリングと監査を実施。

⚫ 人権

- サプライヤー行動規範を策定し、すべてのサプライヤーに対して基本的人権の尊重、児童労働の禁止、結社の自由、強制労働の禁止、外国人労働者の
人権尊重、法的労働条件の遵守、採用斡旋料の禁止、差別の禁止を要請している。遵守状況の評価に基づき、2021年度は5社との取引を一時停止した
が、是正計画に取り組んだ3社との取引は再開された。

（出所） Sysco 2021 CSR Report 及び同社ウェブサイト（https://www.sysco.com/About/Company-Profile/Corporate-Social-Responsibility.html）に基づき作成。

https://www.sysco.com/About/Company-Profile/Corporate-Social-Responsibility.html
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国別1人あたりの年間有機食品消費額（2018年）
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日本

世界の有機食品売上の推移

➢ 世界の有機食品売上は増加し続けており、2020年では約1,290億ドル（約14.2兆円/１ドル＝110円）。

➢ 米国の売上は５兆円超、独、仏、中国は１兆円超。日本は中国に次いでアジア2位、世界では13番目の有機食品市場規模
（2018年）。

➢ ドイツやフランスでは、有機食品の売上げは一般の店舗が最大。フランスでは有機専門店での売上も上昇傾向（2018年） 。

➢ 1人あたりの有機食品消費額の世界平均は1,638円(12.8ユーロ)、スイスや北欧諸国で高い傾向（2018年） 。
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国別の有機食品売上額(2018年)

欧州各国の小売業態別有機食品売上の推移（2018年）

※FiBL＆IFOAM The World of Organic Agriculture statistics & Emerging trends 2020を
もとに、農業環境対策課作成
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みどりの食料システム戦略

◼農林水産省は、2021年5月に「みどりの食料システム戦略」を発表。生産から消費までサプライチェーンの各
段階において、新たな技術体系の確立と更なるイノベーションの創造により、食料・農林水産業の生産力向上
と持続可能性の両立をイノベーションで実現することを目指している。

① 低リスク農薬への転換、総合的な病害虫管理体系の確立・普及に加え、ネオニコチノイド系を含む従来の殺虫剤に代わる新規農薬等の

開発により、2050年までに、化学農薬使用量（リスク換算）を50%低減。

② 2050年までに、輸入原料や化石燃料を原料とした化学肥料の使用量を30%低減。

③ 耕地面積に占める有機農業の取組面積の割合を25%（100万ha）に拡大。

④ 2050年までに農林水産業のCO2ゼロエミッション化。

⑤ 農林水産省の補助事業について、2040年までにカーボンニュートラルに対応。園芸施設については2050年までに化石燃料を使用しない

施設へ完全移行。

⑥ 2040年までに、農林業機械・漁船の電化・水素化等に関する技術を確立。

⑦ 我が国の再生可能エネルギーの導入拡大に歩調を合わせた、農山漁村における再生可能エネルギーの導入。

⑧ 2030年度までに、事業系食品ロスを2000年度比で半減。2050年までに最小化。

⑨ 2030年までに、食品製造業の労働生産性を3割以上向上。2050年までに更なる生産性向上を図る。

⑩ 2030年までに、食品企業における持続可能性に配慮した輸入原材料調達を実現。

⑪ 2030年までに、飲食料品卸売業における売上高に占める経費の割合を10%に縮減。2050年までに更なる縮減を目指す。

⑫ 2030年までに、エリートツリー等の成長に優れた苗木を林業用苗木の3割、2050年までに9割以上に拡大。

⑬ 2030年までに漁獲量を2010年と同程度（444万トン）まで回復（参考：2018年漁獲量331万トン）。

⑭ 2050年までに、ニホンウナギ、クロマグロ等の養殖において人工種苗比率100%を実現。養魚飼料の全量を配合飼料給餌に転換。

みどりの食料システム戦略が目指す姿とKPI

（出所）農林水産省「みどりの食料システム戦略」（2021年）に基づき作成。
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まとめ

・ESG投資は世界の潮流、まずは上場企業の資金調達に影響

• 国内外の大手流通・製造業者は自社のESG課題に取り組むため、原料や製品を
調達するサプライチェーン上の企業に、サステナビリティに配慮した経営を求
める可能性

• 世界的に、特に欧米市場では有機食品の需要が年々高まっている

• 輸出戦略を検討するうえで、有機食品の生産や、プラスチック容器の削減、食
品ロスの削減等、自社経営にサステナビリティの観点を取り入れていくことは、
将来的にプラスに働く

・できることから少しずつ
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（参考１）国内企業の取組事例：食品ロス抑制及び食品廃棄物リサイクル

項目 各企業の取組

１ 目標の設定・公表 ◼ 2030年度までに食品廃棄物の排出量を2016年度比50％削減。

食
品
ロ
ス
を
出
さ
な
い

２ 商習慣の見直し
（１）１／３ルール等

◼ 納品期限「１／３ルール」の見直し。

（２）年月日表示 ◼ 賞味期限表示を年月日から年月に変更。

３ 製造・販売方法の改善
（１）賞味期限の長期化

（商品開発・製造方法）
◼ 無菌製造機を導入し、又は徹底した衛生品質管理により、商品（豆腐、肉製品）の賞味期限を大幅に延長。

（保存方法・容器）
◼ 容器の充填方法、遮光性の向上により賞味期限を延長。

（２）効率化による廃棄減 ◼ 加工に供する素材の形状を変更し、端材の発生を抑えることで、食品ロスを回避。

（３）効率的な不良品検出 ◼ X線や金属探知機等の新技術の活用により正確な不良品検出を実現。

（４）閉店前の値引き ◼ 販売期限が近付いた対象商品の購入者にポイント付与。

（５）規格外品等の販売 ◼ 品質に問題がないが形が規格外である製品を「不ぞろい品」としてアウトレット販売。

４正確な需給予測
（１）取引先との緊密な相談

◼ 得意先、社内の営業、配送センター間でのコミュニケーションを密にし、発生ケースごとに対策を明確にし、食品ロスを削減。

（２）AI等による予測手法 ◼ AIを活用した需給予測、発注最適化により、在庫ロスを削減。

（３）注文、製造方法、取引手法
の変更

◼ 過去の販売実績、店頭販促状況などを参考に、商品需給の精度向上、生産管理システムを更新し、不良在庫を削減。

５ 消費者へのアピール ◼ 小中学生から大人までを対象に「食品ロス削減」を訴求した食育活動、各店舗において「てまえどり」の販促物を展開。

食
品
ロ
ス
を
活
か
す

６ フードバンク等への提供
（１）フードバンク、子供食堂

◼ 賞味期限は残っているが販売期限が過ぎている商品について、児童養護施設、生活困窮家庭等に配布。

（２）公共冷蔵庫、マッチングアプリ
活用

◼ 生活困窮家庭に24時間食料を提供する「公共冷蔵庫」に継続的に寄贈する仕組を構築。

７ リサイクル業者へ委託
（１）飼料化・肥料化（ループ構築）

◼ 製造過程で発生する食品廃棄物についてリサイクル業者に委託し、飼料化、たい肥化を実施。小売業者と連携したリサイクルループを構
築。

（２）エネルギー利用等 ◼ 店舗内で発生した惣菜調理用等の揚げ油等の廃油を、リサイクル業者に提供。

８ 自らリサイクル処理 ◼ バイオ発酵する機械を導入し、工場で発生する食品廃棄物を工場内でメタン化。

そ
の
他

９ 意識啓発 ◼ 年１回「３R推進会議」を開催し、各事業所の発生状況、取組の好事例等の共有化を実施。

10 国内外のイニシアチブへの参画 ◼ 10×20×30食品廃棄物削減イニシアチブに参画。
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（参考２）国内企業の取組事例：持続可能な原料調達

項目 各企業の取組

１ 目標の設定・公表 ◼ 2030年度までに紙・パーム油・大豆・コーヒー豆・牛肉で持続可能な調達比率100％。

２ 社内体制の整備・意識啓発
（１）調達基準の策定等

◼ 「持続可能な調達ガイドライン」、「人権方針」の策定。

（２）重要原材料の特定
◼ 社内関連部門と社外有識者で分析を行い、持続可能な調達に向けて、重点的に取り組む重要原材料を特定（原料への依存度、代替可否、
地球環境の持続性への関わりの大きさ等を総合的に判断）。

第
三
者
認
証
を
活
用

３ 認証原材料等の調達
・認証制度のある品目
- パーム油、カカオ豆、水産物、
紙

- 農産物（GAP）、大豆（米国）

◼ パーム油について、RSPOの認証商品を調達。
◼ 水産物について、MSC認証、ASC認証を取得した商品の取扱いを拡大。
◼ 畜産物について、SQF認証取得と、認証品の取得を拡大。

自
社
で
調
達
先
に
働
き
か
け

４ 自ら調達先の状況を確認・調査
（１）直接的な購入先（加工業者）、
一次生産の現場

◼ 大豆について、トレサビリティ向上のため追跡を進め、サプライヤーとのエンゲージメントを実施。
◼ 水産品について、海外の養殖場・加工場の人権調査を実施。

（２）人工衛星の活用、NGOとの連
携

◼ 衛生写真による森林破壊の有無のモニタリング等を実施。

５ 苦情窓口設置
◼ グリーバンスメカニズムを導入。農園を含むサプライチェーンから直接苦情を受け付け、調査、状況の是正・改善、モニタリング、ク
ロージングまで対応。

６ 生産者等に対する支援の実施
◼ 生産者に対して、GAP認証取得に向けた支援。
◼ 社員が直接現地に出向き、各原産国のニーズに合った支援活動（例えばカカオ豆の独自の発酵方法を伝授）を実施。

そ
の
他

７ 意識啓発
（１）社内体制の整備

◼ 社外の有識者が中心となり、マテリアリティやあるべき姿を検討するサステナビリティ諮問会議、会社経営のレベルのリスクと機会の
特定や、これらの事業戦略への反映等を担当するサステナビリティ委員会を設置。

（２）対サプライヤー ◼ サプライヤーに対して、サステナブル調達に係るアンケートを実施。課題抽出と、サプライヤーと連携した課題解決に取り組み。

８ 消費者へのアピール ◼ NGOと連携し、大豆、パーム油に係る食育活動を実施。

９ 国内外のイニシアチブへの参画
◼ 森林保護を目的としたパートナシップ「Cocoa & Forests Initiative（CFI）」に加盟。
◼ 「外国人労働者の責任ある受入れに関する東京宣言2020」に賛同。
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（参考３）国内企業の取組事例：脱プラスチック及び容器包装リサイクル

項目 各企業の取組

１ 目標の設定・公表
◼ 2030年までにPETボトルを100%再生又は植物由来素材へ転換。
◼ 小売店舗でのプラスチック製レジ袋の使用量を2030年までにゼロにする。

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
を
使
わ
な
い
・使
用
量

を
減
ら
す

２ プラスチックを使わない
（１）プラスチック容器等の使用廃止

◼ 冷凍麺製品について、プラスチックトレーを使わず、液体スープパックを入れずに包装・販売。

（２）素材転換

◼ プラスチック製容器包装について、植物由来の環境配慮素材の使用を推進。
◼ 飲食店舗で用いるカトラリー類、ストロー等について、紙製、木製への切り替えを順次実施。
◼ 包材へのリサイクル原料の利用、また外装の印刷のインキについて植物性由来原料を使用。

３プラスチック容器の減量化
◼ 飲料用PETボトルについて薄型化等を実施し、PETの使用量を削減。
◼ 精肉等の販売において、プラスチックトレーを用いないパッケージを採用。

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
容
器
の
リ
サ
イ

ク
ル

４リサイクルの実施
（１）PET to PETへの取組

◼ 店舗にペットボトルの回収機を設置し、顧客、自治体、物流会社、リサイクル業者、素材メーカー等と連携したプラスチック循環
システムを構築。

（２）PETボトル以外にリサイクル
◼ 店頭回収したペットボトルを原料とした再生糸を衣料品の製造に活用。
◼ 化粧品メーカーと連携し、飲料のペットボトルのキャップを再生加工し、化粧品容器に再利用。

（３）サーマルリサイクル ◼ サーマルリサイクルへの取組として、廃棄物発電の電力を本社ビルで使用開始。

５リサイクルしやすい容器等への転
換

◼ 従来シールに記載していた表示内容をPETボトルに直接印字する新技術を導入。

そ
の
他
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
削

減
等
の
取
組

６社内の意識啓発
◼ 社として、プラスチック利用に係る方針（使い捨てプラスチックの削減、植物由来素材への転換等）を策定。
◼ プラスチック削減に向けた社内推進体制として、外部有識者がメンバーとなるアドバイザリーボードを設置。

７消費者の意識啓発 ◼ 植物由来のバイオマス原料を使用した商品について、環境配慮素材マークを添付し、消費者にＰＲ。。

８容器包装に係る研究・開発 ◼ 社として容器包装に係る研究所を設置し、容器包装の軽量化等、プラスチック問題の解決に向けた研究・開発を実施。

９プラスチック製以外の容器包装
◼ カップ麺の箱詰め方法の変更、中仕切りの廃止等により、段ボールの使用量を削減。
◼ 業務用ガラス瓶のリユースの実施。
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（参考４）国内企業の取組事例：脱炭素

項目 各企業の取組

１ 目標の設定・公表
◼ 2030年までに、店舗運営に伴うCO2排出量を50％削減。
◼ 2050年までに、サプライチェーン全体でCO2等の温室効果ガス排出量を実質ゼロにする（カーボンニュートラル）。

２自社工場、店舗等における
CO2等の削減

（１）省エネルギーの実施

（省エネ性能が高い設備の導入）
◼ 製造設備について省エネ性能に優れたトップランナー機器に転換。
◼ 店内照明をLED照明に転換。

（センサー等を活用したエネルギー利用の効率化）
◼ センサーを活用して冷凍・冷蔵設備の温度管理など設備の稼働時の電力使用量を最適制御。
◼ 店内の正圧化（店内に気圧を高めることで外気の侵入の抑制）やペアガラスの活用により、冷暖房効率を向上。

（その他）
◼ 冷却工程で発生する排熱を他の工程の熱源に活用。

（２）再生可能エネルギーの活用
①自ら再生エネルギーを生産

（太陽光発電）
◼ 店舗、工場、敷地外等にソーラパネルを設置。

（メタン発酵等）
◼ 工場で発生する食品廃棄物をエタノール・メタン発酵し、発電やバイオマスボイラーの燃料として活用。

②外部から再生エネルギーを購入 ◼ 国内外の工場で使用するエネルギーについて、RE100対応の再生エネルギー由来の電力に転換。

３取引・流通の各段階におけるCO2の削
減

（１）原料の調達

（CO2発生の削減）
◼ 製造工程で発生する食品廃棄物をたい肥化して農家に供給することにより、① 食品廃棄物の廃棄・焼却に伴うCO2の発生を抑制、
② 農家における化学肥料の使用量を削減し、化学肥料の製造、輸送に伴うCO2の発生を抑制。

◼ 製品の原料を畜肉から大豆に転換することで、生産段階におけるCO2排出を削減。

（サプライチェーンにおけるCO2発生量の把握）
◼ CDPサプライチェーンプログラム、自社の独自アンケート等を活用し、国内外のサプライヤー等との対話・働きかけ（エンゲージメ
ント）を実施。

（２）輸送段階 ◼ 他の食品企業と連携して製品運送の共同化に取り組み、製品輸送を効率化（トラックの空きスペースを削減）。

４社内体制の整備等
◼ グループ会社との間でチェックシートを用いてCO2削減に関する課題の抽出と改善策の検討を実施することで、環境活動のレベル
アップと推進を図る。

◼ 自社の省エネ設備を対象にインターナルカーボンプライシング制度（設備の炭素削減の効果を金銭価値に換算）を導入。

５国内外のイニシアチブへの参画 ◼ RE100（事業の使用電力を100％再生エネルギー由来の電力で賄うことを目指すグローバルイニシアチブ）に加盟。
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~持続可能な輸出のカタチ~

1億人ではなく

100億人を見据えた

農林水産・食品産業へ
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“コラボレーション”・“輸出×SDGs”をテーマとして、ワークショップ・セミナー・産品
交流会を開催し、持続的な輸出に繋がるきっかけづくりを図る。

GFP超会議

• 付箋を用いたワークショップを
通じて、輸出の在り方・産地
づくり・コラボレーション等に関
して未来志向で議論

• 輸出×SDGsのテーマでの先
進事業者から取組を紹介

• SDGs専門家・海外専門家
を交えて持続可能な輸出の
在り方を質疑応答

• イベント登壇者・参加事業
者等の産品を試食しながら、
事業者間のネットワーキング
を実施

輸出デザイン
ワークショップ

輸出×SDGs
セミナー

産品試食・交流会

10:00-13:00 14:00-16:30 17:00-19:00
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2018年に発足したGFPのキックオフイベントを同日・同会場で開催してから、
丁度4年目の節目。多くのGFPメンバーにご協力を頂いたことに感謝したい。

（参考）GFP超会議 in Tokyo（2019/3/16開催）
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2018年8月のGFP発足以降、GFPコミュニティは継続的に拡大しており、
7,105社に到達（最新：約7,400社）。

GFPの登録状況

※2022年12月末時点

登録件数の推移

訪問数
（産地ヒアリング230件含む）

総登録数

生産者・メーカー：3,947
流通事業者等 ：3,158

749

2,268

4,032

5,623

7,105

65

329
394

658
846

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年12月末
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GFPメンバー間のマッチング・コラボレーション創出・きめ細かなフォローアップ/
伴走支援に重きを置くことで、JETRO等既存の支援サービスとの差別化を重視。

GFPの取組全体像

GFPコミュニティ

輸出診断・

フォローアップ

プレーヤー間の

ネットワーキング

輸出プレーヤー・

輸出商品の

“見える化”

共同プロジェクト

の企画・実行
(輸出産地形成)

商談への橋渡し
(ビジネスマッチング)

農林漁業者 生産者団体・グループ 食品メーカー 輸出商社・物流企業等

GFP宣言・サイト登録

ワンストップでの支援

経産省 国税庁外務省 自治体

オールジャパンでの支援

連携
農林水産省 JETROアクセンチュア
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輸出は”一歩目”のハードルが高いため、マッチングを通じた適切なビジネスパート
ナーの紹介・テスト輸出を通じた手続・ニーズ把握までを一気通貫で支援。

GFPを通じた輸出支援メニュー

訪問診断・
輸出産地ヒアリング

輸出取組・課題把握・
支援メニューの紹介

フォローアップ
(ビジネスパートナーマッチング)

マッチング(商談)

課題に応じたビジネス
パートナー(輸出専門

家)のマッチング

商社/海外バイヤーとの
商談・成約

実践的な学び・
メンバー間の切磋琢磨

GFP輸出塾・商社塾

テスト輸出・物流実証

テスト輸出を通じた
手続・物流確認・
現地ニーズ把握

国内外の商談で活用
可能なカタログ作成

デジタルカタログ

学
び
の
実
践

PDCA
サイクル

先進輸出事例の共有・
コラボレーション創出・

課題解消に向けた議論

GFP超会議・
セミナー/部会開催

先進輸出事例・
GFP活用事例の共有

優良事例集・動画公開

“輸出チーム作り”・
”一歩目”までの
伴走支援・

Quick Winによる
モチベーション向上海外現地からの

情報発信・海外
バイヤーとのマッチング

海外マーケットセミナー

•商品開発

•物流ルート

•プロモーション
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加工食品輸出に向けては、固有の論点である添加物対応・賞味期限対応・加工
食品クラスター組成・冷凍食品カテゴリーの輸出等に特化した部会を設置。

GFP加工食品部会の構成

• 加工食品輸出の「プラットフォーム」

➢ 海外ニーズ等の情報共有・優良事例等の横展開

➢ 商社/専門家のとマッチング・クラスター組成支援

➢ プロジェクト組成につながるテーマ別議論
(メンバーを限定した検討会を開催)

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
例

輸出団体・主要
メーカー等

加工食品
部会

重
点
品
目

輸
出

産
地

輸出向け
GI取得・
メニュー提案

添加物国際標準対応・
包材対応

分科会での議論を元に課題解消に資するプロジェクトを組成
(必要に応じて、分科会メンバー以外の事業者・商社・物流業者等も参画)

共通課題・取組の方向性

品目団体・
クラスターの
組成・
取組推進

和菓子・
スイーツ
輸出拡大

冷凍食品・
冷凍流通品

分科会

醤油
分科会

48事業者・
2全国団体

• 健康食品・冷
凍食品等マー
ケットインの考え
方に基づく有望
品目の輸出拡
大に向けた議
論を行う

• 輸出商社・冷
凍機器メー
カー・原料供給
メーカーとのマッ
チングも実施

味噌
分科会

39事業者・
1全国団体

菓子
分科会

45事業者・
1全国団体

清涼飲料
分科会

11事業者・
1全国団体

調味料
分科会

14事業者・
2全国団体

課題 課題 課題

課題・
テーマ別
分科会

加工食品
クラスター
分科会

• 産地単位での
輸出拡大向け
て、各都道府
県内における加
工食品クラス
ター組成の在り
方、補助事業
活用に向けた
取組等を議論

• GI取得の可能
性も探る

国別
分科会

• 米国・中国等
有望国単位で
の輸出拡大に
向けて、国ごと
に異なる輸入
規制やニーズに
関する議論を
行う

• 加工品事業者
が直面する、幅
広い輸出課題
に対応すべく、
課題ごとに深堀
した議論を行う

• 重点品目以外
の輸出拡大の
方向性検討も
実施
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GFPが担う“輸出のハブ機能”

xxx

今年度の主な取組分類

• 学生インターンシップ

• 学生輸出塾

• 輸出ベンチャー塾(全国・北海
道・鹿児島・山梨・福岡)

• 国別輸出塾(中国・米国)

• 海外輸出支援セミナー・
マーケットセミナー(PF連携)

• 海外ビジネスパートナー掘り起こ
し(ローカルバイヤー等)

• 品目横断での商談会

インキュ
ベーション

テスト
マーケティング

イノベーション

ビジネス
パートナー

コラボレーション
• GFP超会議

• アンバサダー表彰式

• 輸出産地セミナー&交流会

• 添加物・賞味期限対応

輸
出
の
ハ
ブ
機
能

• ネクストマーケット開拓

• 輸出×SDGs

• 冷凍食品カテゴリー開拓

• 海外ローカル販路開拓

• 米国プロモーション

• シンガポールプロモーション

• GFP輸出実証

• GFP物流実証
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現地の輸出支援プラットフォーム・品目団体・JFOODOと連携しつつ、国内~海
外市場の知見・ネットワークを蓄積しているGFPが中心となったイベントを開催。

GFP米国・シンガポールプロモーション

農林水産省・GFP 輸出支援プラットフォーム 品目団体/JFOODO

• 国内事業者ニーズ・現地市場の
双方を踏まえたイベント企画

• オールジャパンでの出展商品・生
産者/商社のチーム検討

• 現地GFPビジネスパートナーと連
携したイベントの運営

• 市場ニーズや他イベントの経験
を踏まえたアドバイス

• 現地ネットワークを生かしたインポ
ーター・レストラン関係者・メディ
ア等へのイベント周知

• セミナーでの市場情報発信

• 日本青果物輸出促進協議会と
連携した果物の出展

• 品目団体/JFOODOバナー・ポ
スター等の販促物活用

• ローカルスタッフによる他国産商
品との差別化ポイントの説明

オールジャパンでの“海外プロモーション”
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若手生産者・輸出ベンチャーの掘り起こし・伴走を行えるエリア別のGFPコミュニ
ティを強化しつつ、テスト輸出・販路開拓を一気通貫で行える仕組みづくりが重要。

エリア別のGFPコミュニティ強化

エリア別GFPコミュニティ 海外での販路開拓取組

GFP事務局（本省・アクセンチュア）

予算・取組テーマ提供 企画・場の提供

PDCA
サイクル

他
エ
リ
ア
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

農
政
局
・
自
治
体

リレー出荷
品目分担
コンサル派遣

補助事業
等連携

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施

地域
商社

輸出コンサル

輸出産地

グローバル産地

若手農業者

加工食品メーカー

大学

農業高

物流業者

デザイナー

GFPフェア

GFPライブコマース

EC：GFP旗艦店

産地動画

商品動画

漫画紹介

メニュー提案

”マーケットイン”での商品/プロモーションのブラッシュアップ

テ
ス
ト
輸
出
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旭川：102名・帯広：120名と多くの事業者様に参加頂き、グループ商談では
事務局サポートの元、事業者連携での輸出戦略・プロモ・コラボ企画検討を議論。

“GFP北海道”の立ち上げ ~旭川・帯広イベントの事例

個別商談

• 熟度が高く、“相思相愛”のマッチングに関し
ては、個別商談をセットして、詳細な商品
紹介・バイヤーとの輸出条件の詰めを実施

グループ商談

• 輸出未経験者等は、弊社ファシリテートの
元、複数事業者で連携したバイヤーへの商
品提案・コラボレーション企画を議論
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地域商社と連携した嗜好層向けの小ロット混載輸出モデルとミドル層向けの市場
開拓と並行した大ロット輸出商流を両輪で構築することが重要。

大ロット輸出・小ロット混載の両輪での輸出拡大

小ロット・大ロット両面での輸出ルート構築を推進、相乗効果による輸出拡大を図る

海外における
ターゲット層

富裕層
嗜好層

ミドル層

ブランド
による

裾野拡大

本物志向
への移行

物流／商流上のポイント

• 大ロット生産または集荷・混載ルート
を構築、海上輸送によるコストメリット

• 大ロット化・低コスト化により、ミドル層
の需要を開拓(有望商社・バイヤーに
よる“太い商流”の開拓が重要)

• 大都市部での集約や地方空港・地
方港LCL等の活用可能性検討

• 産品発掘・ブランディング・手続を地
域商社等が担い高級小売・外食等
へ向けて輸出

単一品目に
よる大ロット
輸出

中小メーカー
等による

小口・多品目
輸出

品目パターン

• 単一(少数)商材によ
りコンテナを仕立てる
ことが可能な品目

➢大ロット青果 (りんご・
ブドウ・キャベツ・大根・
かんしょ等)・水産・畜
産物・コメ等

• 少量(多商材)による
輸出品目

➢高付加価値青果・ブ
ランド和牛・日本酒・
加工食品等

➢地域性のある産品

目標
3：7

3

7
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海外バイヤーを含めたチームづくりを行いつつ、大ロット安定供給に向けて生産者
を束ねる“産地事務局”や全体をコーディネートする輸出コンサル等も重要。

輸出における“チームづくり”の重要性

産地・産品のファンになり、
自分事として販売促進

産地事務局
(産地商社等)

輸出商社

物流業者

生産者(熟度中~低)

輸入業者

海外バイヤー
(小売・外食)

流通調整・
プロモーション

産地・海外バイヤーと
連携しつつ、効率的な
生産~物流の実現

生産者(熟度中~低)

輸出先進生産者(熟度高)

輸出向け生産
・出荷調整

輸出向け生産
・出荷調整

フィードバック・商品開発・ブランディングを共同実施

兼ねるケースも

サポート(輸出向け生産~商談)

輸出物流への反映

兼ねるケースも

商品開発
・ブランディング

行政機関・研究機関

プレイヤー・
補助事業紹介

輸出コンサル

全体コーディネート
・PMO

デザイナー・PR会社 大学・研究機関

担い手育成・
研究での課題解消
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GFPアンバサダーであるアグベル・大吉農園は、地域の生産者・加工食品メー
カー・行政機関等と連携した輸出産地形成・共同での販路開拓を積極的に実施。

輸出産地における“チームづくり” ~アグベル・大吉農園

• 鹿児島県内生産者のGAP取得・輸出向け
生産・販路開拓サポートを実施

• バイヤーに複数品目を取りまとめて提案

• ハードルの高い検疫対応・物流ルート構築等
に関して他生産者を重点サポート

大吉農園(キャベツ等/鹿児島)

• 山梨県内生産者の集荷・選果・販売をアグ
ベルで取りまとめて実施

• ワイナリー・加工品メーカー連携を含めて“ぶど
う”を切り口とした産地単位での取組をリード

• “産地サミット”を開催して、全国の若手果物
生産者との連携・知見共有にも積極的

アグベル(ぶどう等/山梨)
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商社/海外バイヤーを巻き込んで現地ニーズ起点での商品開発・メニュー検討を
共創する形の“新しい商談会”を実施することが、バイヤーの“自分ごと”化を促す。

海外バイヤーを交えた “チームづくり” ~鹿児島ブリ・カンパチ輸出

生産現場視察 加工場視察・試食 行政・コンサル交えた討議

• 主要原料魚種の養殖現場にて
水揚げ・給餌の様子等を視察

• 品質向上・環境負荷低減・食
の安心安全性担保に係る工夫
等、生産のこだわりを体感

海外(台湾)バイヤー・国内商社が水産養殖・加工業者とチーミング

2日間行程で視察・試食・討議を一気通貫で実施しPB開発を目指す

• 加工場内を案内いただき規模・
設備スペックを確認

• 既存商品/サンプル品の試食も
行い異なる味付けの可能性等
をメーカーと意見交換

• 産地・メーカーの前では言いにく
かった意見含め率直に討議

• 原価率を下げる工夫等、商社・
行政が一体で協議する必要が
ある事項を詰める
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持続可能な輸出のカタチとは？ ~”輸出×SDGs”の解釈

“儲かる”販売価格

フードロス

→国内より高い&安定価格で
の輸出実現(ポートフォリオ)

→実需と連携したプレミアム戦
略・流通~物流最適化

→規格外品の海外向け加工
品化(冷凍青果/加工等)

→ロスを避ける鮮度保持・賞
味期限延長手法の確立

持続的な輸出産地・
担い手育成

容器/包材・
輸送時のCO2削減

→耕作放棄地の輸出産地
化・集荷/選果体制の確立

→学生や後継ぎ等の農業人
材育成・若年層の食育

トレーサビリティ・
国際認証

フードテック

→産地・生産者のトレーサビリ
ティの担保・販売時のPR

→GAP・MSC・HACCP・有
機等の国際認証の取得

→プラスチック等のシングルユー
ス規制が進行(特にEU)

→脱炭素の観点で、環境に
優しい輸送手法の確立

→代替肉開発・大豆加工品
等、テクノロジーを用いた世
界の食料需給の課題解消

→“日本食”そのものの輸出へ
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本日のGFP超会議の主旨

• 全国のGFPメンバー間でのコラボレーションを図り、共同での商品
開発・海外プロモーション等のネクストアクションに繋げて頂きたい

• フランクな雰囲気の中で、輸出商社・バイヤーの皆様との商談の
きっかけにも活用頂きたい

• “輸出×SDGs”での先進事業者・専門家の事例・知見を共有
させて頂き、皆様の輸出取組の参考にして頂きたい

輸出に関心のある皆様、GFPへの登録・
事務局へのご連絡をお気軽にお願いします！



2023年3月16日

株式会社 阪東食品

GFP超会議
輸出×SDGs 〜持続可能な輸出のカタチ〜



▪自己紹介

▪阪東食品の沿革

▪輸出実績

▪海外進出のきっかけ

▪輸出する中での３つの課題

▪新しい取り組みと今後の課題

▪最後に

39



▪ 1968年徳島県上勝町に生まれる。
53歳 Ｏ型

▪ 東洋大学工学部入学

▪ 卒業後OA機器メーカーの営業として
入社

▪ 輸入車ディーラーへ転職

▪ 40歳を手前に家業を継ぐ

▪ 現在に至る

40

40
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・1965年頃 本格的にすだち、ゆず、ゆこうを栽培（面積18405㎡）

・1980年頃 冷蔵すだち（果実）の販売を始める

・1988年 阪東食品 として事業開始

・2003年 有機栽培・有機加工食品の認証

（すだち・ゆず・ゆこう・阿波晩茶）

・2006年 有機ドリンク販売開始

・2007年 有機ぽんず販売開始

・2011年 ぷるるんじゅれ販売開始

・2012年 輸出開始

・2013年 有機（すだち・ゆず・ゆこう）果汁、有機阿波晩茶、

EU向け有機同等性証明取得、ゆずそると販売開始

・2014年 ハラル認証取得・EU向け輸出用ゆず果実園地登録（輸出）

・2016年 飲むジュレ販売開始

・2018年 有機JAS小分け認定取得

EU向け輸出用すだち・ゆこう果実園地登録（現在は休止）

株式会社阪東食品へと法人化

・2020年 BAKASCO販売開始
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＜欧米＞
ドイツ、フランス、スペイン、
アメリカなど13ヵ国

＜アジア＞
シンガポール、マレーシア、中国、
香港、台湾、ベトナム など

＜その他＞
オーストラリア
ロシアなど

＜その他＞
オーストラリア
ロシアなど

＜欧米＞
ドイツ、フランス、スペイン、
アメリカなど20ヵ国以上



▪ 有機果汁・慣行果汁

▪ みちこの有機ぽんず

▪ 有機ドリンクすっすっす

▪ Citrus Jelly

▪ ゆずそると

▪ ゆずパウダー

▪ BAKASCO

▪ 半田そうめん等

43

ゆず関連商品が人気！
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⚫ 特にEUでは有機ゆずのニーズが高い。一方、現状、供給量が足りない

➢ 展示会で茶の8割は有機JAS認定がされている。一方、GAP認定の農家
を輸出向けに紹介しても有機JASは進んでいない状況

→展示会等には出展せずに口コミを通じた商流拡大を図っている

→少量・多数商品を展開→幅広い方に飲んで頂ける機会を提供

⚫ 各国のニーズに応じ輸送温度帯を変更

➢ EU圏：冷蔵、中国：冷凍

➢ Umami Parisとの連家では、自身で冷蔵コンテナを手配いただき、阪東
食品と共同で展示会や営業を行っている

⚫ 販売チャネルについては、ホテル(ペストリー部門)が多い

➢ デザートの風味付け等で使われるケースがあるため商品開発時に意識
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JETRO(日本貿易振興機構)

輸出セミナーに参加

はじめは言われる
ままに・・・
（上海で商品販売）
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2011年
震災が・・・

2012年
もう一度仕切り直し
→スタート（上海）

初めての輸出
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アジアからヨーロッパへ
ドイツ（ケルン）



▪ゆず（抹茶・わさび）

▪オーガニック（BIO）

▪「この商品はどこで購入できるのか？」

49
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▪ FHC上海

▪ 香港Food EXPO（2010.2011）

▪ RESTAURANT＆BAR HONGKONG(2015)

▪ ANUGA（2013.2015.2017.2019）＠ドイツ

▪ SIAL（2014）＠フランス

▪ SIRHA(2017.2019.2023) ＠フランス

▪ SALON DU CHOCOLAT(2016.2017.2018) ＠フランス

▪ マレーシア輸出商談会（2014）

▪ シンガポール輸出商談会（2014.2015.2022）

▪ Gulfood (2017.2018.2019.2021.2022.2023) U.A.E

▪ ハラルエキスポ

▪ CITY SUPER上海 四国フェア・VIPフェア他

▪ ミラノ万博

▪ 台湾「四国フェア」 その他参加多数あり
52



▪言葉

▪それぞれの国の規制

▪輸送（物流・温度）
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▪搾汁残渣となる果汁果皮の再利用

▪アメリカ・中国市場へ原料を中心に展開

▪EUへすだち・ゆこう製品販売強化

▪商品の安定供給

▪人

▪スペース
54



有機栽培ゆずの生産・販売拡大

• EU中心に海外市場でのニーズが確認できている有機ゆずは、
産地の所得向上・自然環境負荷低減の両面で持続可能性が
高い

• 一方、現状供給力不足であるため、近隣の農家4件＋県外農
家1件(愛媛県)＋県内JA(果汁買い取り)に加え、宇和島等と
連携しながら、有機柚子の買取・販売を進めている

搾汁残渣資源の有効活用

• 従来は産業廃棄物になる農産物(搾汁残渣資源等)は畑の堆肥
に回していたが、地元のクラフト商品（コーラ・ビール）
開発に活用することで売上向上に貢献

• 今後は、小さい工場でのオーガニックピューレも製造予定

➢ハラルエリア向けにも対応予定 55
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▪有機柚子に加えて、慣行栽培の柚子も需要が増えており、柑橘全体が
供給量不足に陥っている

▪供給不足を解消するため、近隣の農家4件＋県外農家1件(愛媛県)＋県
内JA(果汁買い取り)に加え、宇和島等と連携しながら、有機柚子の買
取・販売を進めている

▪近隣地域での柚子産地: 徳島県南部にてJAかいふが実生ゆずをフランス
向けに輸出

産地との連携

▪実生ゆずの有機認証取得を提案した結果、認証取得に向けて前向きに
取り組みが始まった

▪近隣JAと連携して、中国向けへの柚子輸出に対応している

▪徳島県内の同業事業者が柚子製品(ゆず胡椒等含む)を取り扱っており、
他事業者との上手く棲み分けながら商品開発を推進



▪広い視野を持とう

▪少しの背伸びはしてみよう

▪失敗と経験は自信になってくる
（無駄な経験はないと思う）

57
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阪東食品 代表 阪東 高英
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コメの輸出を通し恒久的な農業を

GFP超会議 輸出×SDGs 〜持続可能な輸出のカタチ〜

コメの輸出を通し恒久的な農業を
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会社概要・取組内容

茨城県内のコメ生産者からなる法人。
輸出機能も有し、主に米国・シンガポール等へ輸出。

会社名

品目

輸出先国

取組内容

• 株式会社百笑市場(茨城県下妻市赤須522-1)

• 米 (玄米・精米)

• 米国、⾹港、シンガポール、オーストラリア、ニュージーランド、
タイ、フィリピン、カナダ、クウェート、ナイジェリア

• 茨城県のコメ生産者からなる法人で、輸出商社を介さず
海外の消費者に直接美味しい県産農産物を届ける

➢ 茨城港や常陸那珂港も活用

• 自社役員含め運営する「茨城県産米輸出推進協議会」
(会員生産者数70名)が主要な仕入先。専属契約農家
が100以上
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創業理念

海外販路拡大に向け徹底した価格競争力の強化と
農家への収益還元を最優先とする事業方針。
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協業事業

• 農林水産省(戦略的輸出事業者、産地認定),流通経済(輸出課題解決に向けた実証)全米輸(販路開拓)農
研機構(新品種の開発)、DENBA(鮮度保持)、豊⽥通商(新品種開発、生産効率向上)、Clear(日本酒)

• SBIトレーサビリティ(フードチェーンの可視化)、住友商事(共同配送実証)、茨城県(輸出促進)
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(参考)新聞掲載記事
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自社の強み

• 生産農家運営のコメ卸法人、「生産」「加工」「流通」「販売」までの一気通貫、直接取引
による価格競争⼒

• 海外向け、約100人の専属契約農家による大規模生産能⼒。安定供給に対応

• 精米加工設備はサタケ最新設備、2022年春よりFSSC22000の運用開始。

• ブロックチェーン技術でトレーサビリティの可視化(実装2022年度)



66©Hyakusho Ichiba 2023. All Rights Reserved. 

輸出の背景・経緯

試験輸出を開始した2016年以降、輸出米契約
生産者を8名→100名に増やし、仕向先を拡大。

• 2016年、米ブランド「ゆめひたち」を米国(サンフランシスコ周辺)へ試験輸
出開始

➢ 2017年、「茨米」自社ブランドを米国⻄海岸を中心に販売開始

➢ 2018年、販売地域を全米、シンガポール、⾹港に拡大し470tを輸出

➢ 2019年、カナダへの販路を拡大

➢ 2020年、オセアニア、東南アジアへ販路を拡大し、970tを輸出

• 2022年、茨城県産米の海外仕向先は10カ国、1200tを突破

➢ 米国(LA,NY,OR,CHI,TEX,NJ,NV,HI,)、⾹港、シンガポール、オーストラリア(シド
ニー、ブリスベン)、ニュージーランド、タイ、フィリピン、カナダ、クウェート、ナイジェリア
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輸出の背景・経緯

生産者が運営する国内唯一の大規模生産・輸出量を
誇る。事業拡大に伴い設備投資も積極的に実施

• 2016年の輸出開始時は生産者8人、60tだった数量も、2022年は約100人、
1200tまで増え、国内も合わせると約200人、2300tを超える集荷、販売量を達成

• 2023年産は3600㌧以上を予定
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輸出拡大のポイント(1/2)

生産者を引き連れ海外市場視察・商談・
試食会等を進め、生産者間での輸出気運を醸成。

• 販売促進にあたり、生産者自ら渡航し、店舗での販売プロモーションや市場調査を実施
することで、生産者と連携した輸出開拓を実現

• 当時、コシヒカリが一番おいしいと思っていたが、現地に行って実際に食べてみると、それよりグレー
ドの低いものが売られていた。高いものを無理に売るのではなく、現地のニーズに合ったものを売れ
ば良いとなり、そこからはグレードの落としたものを安価で売っている

• 海外の市場を知ってもらう・理解してもらう事で生産者が主体的に輸出に向けて生産で
きるようにする事が視察の目的

• 輸出米の生産者を集めることは難しかったが、渡航した生産者が他の生産者に話す事で広がり
、取組の理解に繋がった。実際に喫食している姿を見たり、意見を聞く事ができ、売っている実感
が生産者に湧いた

• 述べ50人の生産者と海外渡航20回、3万人以上の方に茨城県産米を試食して頂き、970ト
ンの供給を上回る需要を生むまでに成長

• 渡航した生産者の意識に大きな影響を与えることができ、輸出米の作付け面積拡大、生産意
欲向上に寄与
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輸出拡大のポイント(2/2)
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輸出×SDGs取り組み

契約栽培・大規模栽培・機械化により、地域の農業振
興に寄与。輸出通じた貧困・飢餓撲滅にも貢献

取組

農業振興・

地方創生

• 持続可能な調達を図るため、創業当初から契約栽培
と、大規模化・機械化を進めた農業のノウハウを活用

• 茨城県との輸出米拡大プロジェクト：国内コメ生産者
の生産維持に向け様々な企業とパートナシップを構築

• 県内幼稚園・小学校等から工場見学・出張授業等を
受入れ、「⽥植え・精米体験」等を通しコメに係る学習
機会を提供

• 海外向け含む、効率的な食料供給通じた飢餓撲滅

• “顔が見える”取引通じた安定販売による生産者の継続
的な所得向上

• お客様の要望に応じた品種・ロットでの生産・安定供給

>
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輸出×SDGs取り組み

土づくり段階から生産体系を工夫することで化学肥料
の使用を抑え、水質汚染防止・コスト低減を両立

取組

環境負荷
低減

経済合理性
担保

• 土づくりの段階から肥料に頼らない生産体系を目指し、
水質汚染の要因である化学合成肥料の利用を削減

• 汚濁物質(CO2排出量・チッソ・リン・BOD等)の削減

• 水⽥からの上記物質放出量も削減され、茨城県の川・
海を守り、海洋汚染を予防することに繋がる

• 化学合成肥料の価格が高騰する中、利用を低減する
ことは自社の経営改善にもつながる

>
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輸出×SDGs取り組み

賞味期限延長、包材・輸送方法の工夫により、CO2
排出削減と、輸出売上向上・輸送コスト低減を両立

取組

環境負荷
低減

経済合理性
担保

• 真空包装技術を導入し、賞味期限を24か月まで延長
• 環境に優しい包材を使用
• 米集荷に関わるトラック輸送の効率化

• フードロスの削減

• 包材に起因する環境負荷の低減

• 輸送に起因するCO2排出の削減

• 賞味期限延長による販売チャネル多様化・売上向上

• 輸送に係るコスト削減

>
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輸出拡大に向けた課題と打ち手

• 生産面：現地需要に対する供給量のギャップの解消

➢ 実需要者との全量完全契約栽培および需要者のニーズに合った品種の作付け

• 流通面：輸出拡大に必要な保管場所の確保・集荷体制の増強

➢ 新規保管場所開拓・各エリアの地場企業と連携した迅速な集荷体制の構築

• 販売面：コロナ影響を踏まえた新規開拓・既存商流増

➢ 精米加工施設の整備及び既存倉庫の低温倉庫化によるFSSC22000の取得と加
工体制の強化により、商品の付加価値の向上やラインナップ拡大等による現地ニーズ
に合わせた販売提案を展開

➢ 店舗(対面)と現地ECサイト(非対面)の両輪で販路拡大
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今後の展望

• 日本産米に対するニーズは依然として高いため、主な輸出先である北米・
東南アジアを中心に、EU・中東圏等にさらなる販路拡大を見込んでいる

• 現地のディストリビューターを訪問し、一緒に販促の取組を行い販路拡大

➢ ものを売るだけでなく、作り手の想い・おいしい経験等、どういうポジショニングができるのかを提案

➢ 生産者の顔を見せられるお米なのが他との差別化・強みであるので、そこを伝える努⼒をしている

• 今後は認証取得や加工体制を強化することで、商品の付加価値向上や
更なる現地顧客の細かいニーズに応え、小回りを利かせることに努める。

➢ 例えば、顧客に合わせた最低ロットに合わせる等(１パレット単位で送る、包材への対応等、PB
商品での対応)

➢ 買う側の不安等を解消するために、JETROや総領事館等から情報をもらい、繋いだりすることも
ある。全米輸も活用。
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メッセージ24ポイント

ダミーテキストダミーテキストダミーテキストダミーテキストダミーテキストGFP超会議

GFPネットワーク活用×地域間連携で描く輸出の未来

株式会社萌す

後藤 大輔

株式会社ジーオー・ファーム

鷲足 恭子
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世界初の陸上養殖による牡蠣の開発に挑戦し国内のみならず世界から注目を集める

会社概要・取組内容

取組経緯

取組内容

• General Oyster inc.

➢ 陸上養殖事業：㈱ジーオー・ファーム

• オイスターバーを経営していたが、リスクの高い牡蠣を自ら
の手で安全にするために川上へ登ってきた

➢ 自社で浄化センターを新設するも、100％安全に
はならない点が課題であった

• オイスターバーにて取り扱う牡蠣が3割三陸産であり、東
日本大震災による養殖業者の甚大な被害により始動

• 2011年4月より海洋深層水・再生エネルギーを利用した久
米島モデルの一翼を担い、安心安全な“あたらない牡蠣”の
陸上養殖に着手

• 2023年、10年に渡る実証実験を経て、“世界初の陸上で
養殖される牡蠣”のlaunchを予定

会社名
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海洋深層水はじめ久米島の”恵み”をフル活用した、世界初のカキ完全陸上養殖モデル

“久米島モデル”の紹介

自然の恵みをフル活用した

低コスト陸上養殖

クリーンなエネルギー・水による

クリーンな牡蠣生産

波及効果としてのSDGs貢献

“久米島モデル”のポイント

植物プランクトン給餌

温水

窒素・リン
温度差発電
後の“加温水”

深層海水

クリーンな
養殖用水

CO2吸収↓
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“久米島モデル”の紹介

自然の恵みをフル活用した低コスト陸上養殖

• クルマエビ・海ぶどうの陸上養殖が盛ん

➢ 海洋深層水の活用体制が整っている

➢ トマト栽培水等にも深層水を活用

• 久米島は日差しが強く、牡蠣のエサとなる
植物プランクトンの生育に最適

➢ 海洋深層水には植物プランクトンの栄
養源である窒素・リン等が豊富

• 発電後海水(後述)=既に温まった水

➢ 牡蠣の養殖に最適。温める電⼒不要
深層海水

植物プランクトン給餌

温水

窒素・リン
温度差発電
後の“加温水”

CO2吸収↓
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“久米島モデル”の紹介

クリーンなエネルギー・水による、クリーンな牡蠣生産

• 海洋深層水と陸上養殖用水の温度差を利用し
た発電方法

➢ クリーンかつ低コストな電⼒

• 海洋深層水=クリーンな生産環境

➢ 人に害を与えるウイルス、細菌が居ない

• 陸上養殖によってウイルスフリー

➢ 牡蠣は1hあたり20L海水を吸引するため海
洋環境からの影響を受けない

• 種苗採卵から自社で生産

➢ トレーサビリティ担保

クリーンな
養殖用水

温度差発電
後の“加温水”

深層海水

人に害を与え
るウイルス、細
菌がいない
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“久米島モデル”の紹介

波及効果としてのSDGs貢献

• 植物プランクトン培養によるCO2吸収、固
定

• 発電後海水・他品目養殖用排水の有効
活用

• 深層海水の農業用水への活用

• クリーンエネルギー活用による環境負荷を抑
えた発電

クリーンな
養殖用水

温度差発電
後の“加温水”

深層海水

CO2削減

農業用水
への活用

排水の有効活用

クリーンな
エネルギー活用
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フランス産牡蠣の生産量減少を追い風に、直近はアジア・中東向け輸出を検討

輸出取組の構想

• 沖縄ハブを活用しやすいメリットを活かしたアジア向け輸出と、現在引き
合いが来ている中東向け輸出を中心に考えている

• (背景：)世界中の牡蠣の最高峰ブランドであるフランス産の牡蠣の生
産量が激減

➢ フランス国外へ輸出出来ない状況により、アジア・中東から日本産の
需要が高まっている

海域環境は世界的に深刻な状況

→持続可能な陸上養殖を通じて海外需要に応える必要がある
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プロフィール ~後藤 大輔

後藤 大輔 Daisuke Goto

• 関東圏の水泳スクールにて、水泳コーチを担当

• 2005年に沖縄県へ移住後、観光案内所を開設

➢ 養殖ミーバイの販売依頼されたことがきっかけで、水産物

販売・輸出に参入

• 2015年に地域商社「萌す」を設立し、シンガポールのレ

ストラン等向けに沖縄県産鮮魚を中心に輸出を開始

• その他、農水省GFPアンバサダー・岩手県産業創造アドバ

イザーや沖縄県地域商社協議会アンバサダー等を務める

• 若手事業者の育成や学生向け支援、商社への輸出指導

も実施

経歴
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輸出の現在

青果・水産・畜産を中心に年間270日以上輸出！

東南アジアを中心にEU・米国など
幅広に輸出ネットワークを拡大

“生産現場〜現地消費者をつなぐ”

香港

台湾

ベトナム

シンガポール

アメリカ(北米)

OKINAWA

NEW!!

NEW!!

フランス
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輸出拡大のポイント

地域に密着しながら、モノだけではない”良さ”を発掘し、
それを武器に販路安定化・拡大を目指す

• 現地ニーズに縛られず”生産ストーリー(こだわり・想い)起点”で取引

➢ 海外バイヤーからの信頼も得やすく、ロス等があった際もネガティブな影響が少ない

➢ こだわり・想いを深く知るために地域・生産者に密着。地域内で複数品目集まると、
提案の幅が広まる・ストーリーが強まる

• 1つひとつの取引を大事にしていれば”紹介→紹介”で品目・販路は広がっていく

➢ 幅を広げるためにも品目は特定しない。押し売りではなく、困りごとを解決してあげる”
御用聞き”の姿勢が大事

• キーマンと繋がることができるとその後の広がり方が早い。一方、そこまでが大変

➢ “打席に立つ”精神が大事。とはいえ、GFPでは生産・販売双方の知識を有しているの
で、活用しない手はない
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ご視聴の皆様

皆様との連携を楽しみにしております！
後藤大輔 dai@kizasu.jp

ご清聴ありがとうございました

輸出にチャレンジする皆様と連携しながら、

日本の輸出拡大に向けて取り組んでいきます！
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株式会社Agnavi
代表取締役 玄成秀

GFP超会議輸出x SDGs~持続可能な輸出のカタチ~
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Corporate Summary
会社概要

名称： Agnavi Inc.（株式会社Agnavi）

所在地： （本社） 神奈川県茅ケ崎市本村二丁目2番18号

（事務所） 神奈川県横浜市西区みなとみらい三丁目7番1号

（充填設備）埼玉県比企郡小川町

代表： 玄成秀（創業者・代表取締役）

創立： 2020年2月27日

資本金： 46,000,000円

チーム： １８名

URL： https://agnavi.co.jp

株主： 東洋製罐グループホールディングス、三菱UFJキャピタル
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Member
自己紹介

代表取締役CEO

玄 成秀

博士（農芸化学）

東京農業大学 客員准教授

30歳。群馬県生まれ。
私立 函館ラ・サール中学・高校
東京農大 応生化 化学 / 同大学院 農 農化 修士(首席)・博士
米国コーネル大学 食品科学部 留学
株式会社Agripay 創業者&元CEO（2020年 法人譲渡）

• クラウドファンディングの学生の国内最高額の記録を保持（調達額1113万円）＊累計4500万円
• AG/SUM2019 協賛＆ SDGs-Ideathon（主催：日経新聞、後援：農水省） 起案＆最高責任者。
• 博士取得時に世界三大誌Nature（英国）の速報誌Scientific Reports、
およびElsevier（蘭）の総合生物科学誌BBRCに筆頭著者として執筆（2021年）。

• JST 次世代研究者挑戦的研究プログラム（ver 東京農業大学）のメンバー。

日本唯一の百人部屋の
男子校寮生活（中学・高校）

『狂った人が日本にいた』＠寮ラウンジ
⇨ ITではなく食の分野で勝負する！

経験 発端

Cornell University
Food Safety
Dr. Robert Gravani
（IFT元会長）



© ICHI-GO-CAN/CANPAI, All rights reserved by Agnavi Inc.

4

B
U

S
I
N

E
S
S

 P
R

E
S

E
N

T
A

IO
N

Knowing the real problems
日本酒業界が直面する課題

日本という国名を冠にした國酒「日本酒」が危機的な状況である。

日本酒の消費量 ＜課題＞
・重くて運びにくい
・飲み切れない
・どれを選べばいいか分からない。
・容器も大きく、知らない銘柄は買わない。

酒米の消費量も大きく減少
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SAKE Consumption
日本酒消費は酒米の消費に比例する

1合180mLあたり

酒米143g使用
田んぼ一反：
酒造好適米8俵（480kg）

1俵(60㎏)：
日本酒一合缶420本（75.6L）

＜酒造好適米の価格＞
山田錦（産地不問）：25,000円～40,000円/60kg
五百万石（新潟）：約16,000円/60kg
美山錦（長野）：17,000円～18,000円/60kg
＊主食用米の全銘柄平均：15,819円/60kg
＊１合あたり40～100円が酒米代。

ご飯１合は多いが、日本酒なら…合は消費可能！？
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Solution
コロナ禍の酒蔵への緊急支援：全国56蔵

東京農業大学
元学長 高野克己

三菱HCキャピタル
（元：日立キャピタル 代表取締役）

会長 川部誠治

【クラファン】起案・運営事務局にて、「日本酒プロジェクト2020」において短期的なサポート

総支援額：2,622万円

総支援者：2,563人

協力＆コメント
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Only One Canned-SAKE Brand
地域の課題を解決する一合缶の可能性

全国から厳選した

１合180mLの日本酒ブランド

適量、オシャレ、持ち運びベンリ

そして、環境にも優しい！

コロナ禍において全国の酒蔵が危機的であることを感じ、

全国の酒蔵に6割以上の卒業生を輩出してきた東京農大在学中に2021年2月から日本酒一合缶の販売を開始しました。

國酒である日本酒業界のゲームチェンジャーとなり、日本酒を通じて日本の文化を世界に広めます。
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消費者酒蔵
双方向

お試し
小容量化

購入ハードル低下

家庭内消費
ニーズの多様化

海外消費

販売力向上
輸出力UP

認知度向上
地酒発信

パッケージ化

缶導入支援 ブランディング

日本酒を世界に広め、日本酒の新たな流通市場をグローバルに構築します。
地方の歴史ある酒蔵が存続安定できるようにするためのゲームチェンジャーとなる。

消費者がさまざまな一合缶をワンストップで入手できる商流を構築します。

Value to provide
弊社の提供価値



© ICHI-GO-CAN/CANPAI, All rights reserved by Agnavi Inc.

9

B
U

S
I
N

E
S
S

 P
R

E
S

E
N

T
A

IO
N

Value to provide
缶の特徴

品質面・物流面・消費面において最適な容器である

東京農業大学の醸造科学科と共同研究にて、
日本酒への異なる包装容器の可能性について検討中。

一合瓶
416g

一合缶
212g

(リサイクル率97%)
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Eco-Friendly
瓶から缶への転換は、二酸化炭素排出量を低下させる

From a pamphlet 
by the Ministry of Environment

Can

Bottle

二酸化炭素の排出量（飲料容器）

Carbon dioxide 
70% reduction

製造時

輸送時

廃棄時

重量 リサイクル

一合瓶
416g

一合缶
212g

内容量：1合180mLに対して
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SUMMARY
国内唯一の充填サービス提供（2021年2月～）

毎時1200本
年間250万本

←技術指導
東洋製罐Gr HD
(資本業務提携)

◼ 充填システム

住商グループ

自社保有の充填設備

◼ 全国80蔵元とのコラボレーション

＊酒類の卸売業免許・小売業免許・輸出免許を取得済。

消費者酒蔵

卸 (B2B)

卸・小売

缶在庫

一合缶

清酒 ブランディング

• コンビニ
• スーパー
• 百貨店充填設備

小売 (D2C)

レンタル配送タンク
(1000L)

◼ 主要な取引先
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Our Brand
ブランド戦略

• Price: ¥500 – 900（税抜）

• Target: 20代~50代まですべての人
• Points: ⑴蔵元の代表酒

⑵限定商品化
⑶多品種少量生産 (約100商品) 

• Sales to:高級スーパー・百貨店・空港・ホテル
・ふるさと納税・自動販売機・飲食店

• Price: ＊＊＊
• Target: 海外消費者・若者世代
• Points: ⑴トレンド志向

⑵輸出向け
⑶数種類大量生産

• Sales to:スーパー・コンビニ・飲食店

＊日本・中国・香港・
シンガポールで商標取得。

＊日本・中国・香港・
シンガポールで商標取得中。
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Our Analysis
アンケート調査

男女比 日本酒を飲む頻度

どちらかを買うとしたら？年代

日本酒の選びで苦労したこと
（複数回答可）

日本酒を買うとしたら

人数: 815人
場所: 新宿駅

4合瓶1本で
2000円の
日本酒

一合缶4種類で
2400円の日本酒

見た目

知っている
銘柄

説明書き

種類が
多すぎる当たり

はずれ

量が
多い

女

男

20代

30代

40代

50代

60代
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Great Relationship
協業/取引実績

漫画もやしもん©石川雅之/
講談社とコラボ缶を販売

オフセット印刷
（環境配慮）

4社でセミナーを開催

自動車部品メーカー。
国内6・海外12拠点を持つ。

住商グループ
（清酒の配送強化）

東洋製罐グループ
ホールディングス

（‘22年1月資本業務提携）

販売

生産
商品
開発

認知

JAグループアクセラに採択
（応募179社中9社に）

クックパッド社と実証実験

日本酒PJT2020にて
全国56蔵支援

愛知県のベンチャー支援拠点採択

日本酒の新規提供方法の検証

左）農林中金奥理事長
右）JA全農 野口理事長

日本酒×異業種

令和5年1月31日
財務省の財務局長会議 令和4年度農林水産省主催の

フードテックビジコン
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01

02

03 地域に足を運び、その地域の
魅力を知ってもらう。

03 地域に来てもらう

日本酒の味を知ってもらい、
ファンになってもらう。

02 買ってもらう
手軽に手に取ってもらう。

01 知ってもらう

地域の魅力を知って頂き、

繰り返しその土地を訪れて頂く。

04 リピーターの増加

04

日本酒を通じて、地域に来てもらう仕掛けづくりを行う。
輸出とインバウンド消費による売上向上につなげ、日本経済の活性化を目指す。

Our strategy
地域貢献・地方創生モデル
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PROJECTIONS
一合缶の展望：市場規模

＜日本国内のビール市場：3.5兆円＞

缶以外：3割

約1兆円
缶ビール：7割
約2.5兆円

＜日本酒の市場規模：0.6兆円＞

世界の
アルコール飲料の

シェア：150兆円

缶シェア

50％

缶：3％缶以外：97%

缶以外：50%
缶：50%

約6000億円
(20～30億本)

今後

現在

一合缶が日本酒の市場を拡大する

＊現在の世界の缶ビール市場：3800億缶（45年間で成長）

◼ 若年層の消費増加の可能性

0%

10%

20%

30% 既存容器

403020 50 60 70

缶 (n=1685)

New

年齢
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potential
日本酒の輸出ポテンシャル

出展：日本酒造組合

日本酒の輸出実績推移 国別輸出金額・数量

15年間で
輸出額が約7倍

出展：財務省貿易統計 出典：国税庁酒のしおり（令和4年3月）より

1ℓ あたりの輸出価格
参考：国内出荷価格 736円/L（2019年）

https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000026.000083559.html
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USA

THAILAND

AUSTRALIA

SINGAPORE

CHINA

HONG KONG

ENG/FRANCE

BRAZIL

CANADA

INDONESIA

Sales destination
海外輸出の可能性～缶にすることで輸出のハードルが低下する？

Point1 輸送コストが半額（軽く、積載効率が良い）

Point2 割れない（液漏れしない）

成立

商談中

情報交換

期待②：ユネスコの無形文化遺産への登録
日本政府は、日本酒を2024年の
ユネスコの無形文化遺産に登録を目指す。

期待①：政府の輸出重点項目の１つ
農林水産物・食品輸出本部が指定した生産物
（現在1兆円⇨2030年5兆円）
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Collaborate
海外への展開方法

＜商談のルート＞
① 商談会・紹介・ニュース→海外卸・現地小売からリクエスト→海外リテールと商談→物流・条件決め
② 国内卸が小売店へ営業→商談→物流・条件決め

海外
消費者

酒蔵
100蔵元

卸・小売（海外）

小売 (D2C)

卸 (B2B)

現地小売
• スーパー
• コンビニなど

現地飲食店

充填

卸（海外）

物価が高い国の有名店舗で、販売およびプロモーションを行い、バイヤーの目に触れさせる
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Collaborate
農林水産省のGFPとの連携
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Collaborate
その他、行政を巻き込んだ海外での実証実験の例

【実証概要】
◆内容：現地の飲食店・小売店への一合缶の販路可能性調査
◆期間：2021年11月～2022年3月
◆連携先：JETROサンパウロ事務所、ECサイト活用店舗、

ABGJ（ブラジル和食協会）、Abrasel（ブラジルバー・レ
ストラン協会）、日本産食材サポーター店舗等

◆海外での新たなマーケット開拓に向けたJFOOD予算を活用

【実証概要】
◆実証期間： 2021年11月～2022年3月
◆配布場所：米国ロサンゼルスを中心とした米国全域
◆関係企業：全国の酒蔵・JETROロサンゼルス事務所・

エイチ・アイ・エス・Agnavi・東洋製罐グループ
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Input
行政へのインプットの機会

2023年1月31日
財務省の全国財務局長会議にてご報告

2023年2月3日
農林水産省の輸出促進対策委員にてご報告
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Future Plan
今後の展望

2022年
• 生産体制拡充

• 取引数 70蔵元

• 生産数 15万本
（輸出比率約20％）

2023年：100万本
• 量販店への取り扱い拡大

• セカンドブランド

• 海外展開加速（輸出比率50％）

2021年3月
事業開始

今後の目標

生産数１億本

5-7年（酒米の消費量5％UP）

世界唯一の総合容器メーカー
東洋製罐グループHDと
20’年1月に資本業務提携。

充填設備を国内外に設置し、
7割を海外に販売することで1億本を目指す



© ICHI-GO-CAN/CANPAI, All rights reserved by Agnavi Inc.

24

B
U

S
I
N

E
S
S

 P
R

E
S

E
N

T
A

IO
N

Our Problems
充填設備と利用蔵元における上流の拡充が課題

充填拠点を４拠点まで増やす

関東工場

半径200キロ圏内

１台稼働中（2022年9月～ ）

全国の1/3の酒蔵を

カバー（約400蔵元）
本社

神奈川県

関西工場

２台目稼働予定（2023年10月～ ）
2023年灘を含む大手醸造元含む
蔵元様への充填サービス提供

充填候補地

充填候補地

上流のボトルネックを解消し、消費を加速させる。
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2-2-18 Honson, Chigasaki, Kanagawa 253-0042, Japan

info@agnavi.jp 

+81-467-88-3493

Address

Contact

Telephone

https://agnavi.co.jp/
HP

SAKE-Can

be fun !!
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